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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下式
　（Ｒ1）4-zＮ

+［（ＣＨ2）qＯＲ2］z

（式中、各Ｒ1はアルキル基であり、各Ｒ2は水素又はアシル基であり、ｚは１～４の整数
、ｑは１～４の整数である）により表されるものより選択される非ポリマーの窒素オニウ
ムカチオン（ｉ）と、ビス（パーフルオロアルカンスルホニル）イミドとトリス（パーフ
ルオロアルカンスルホニル）メチドからなる群より選択され、共役酸が超酸である弱配位
性含フッ素有機アニオン（ｉｉ）とからなる少なくとも１種類のイオン塩（ａ）と、少な
くとも１種類の熱可塑性ポリマー（ｂ）との溶融ブレンドを含み、前記イオン塩が、前記
ポリマーの重量に基いて、０．１～１０重量％の量である、帯電防止組成物。
【請求項２】
　請求項１記載の組成物を含む繊維。
【請求項３】
　請求項１記載の組成物を含むフィルム。
【請求項４】
　請求項１記載の組成物から形成された成形物品。
【請求項５】
　非ポリマーの窒素オニウムカチオンと弱配位性含フッ素有機アニオンとからなる少なく
とも１種類のイオン塩であって、前記アニオンの共役酸が超酸である前記少なくとも１種
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類のイオン塩（ｉ）と、前記少なくとも１種類の熱可塑性ポリマー（ｉｉ）とを混合する
工程（ａ）と、得られた混合物を溶融処理する工程（ｂ）とを含む請求項１記載の帯電防
止組成物を製造する方法。
【請求項６】
　少なくとも１種類の絶縁材料を局所処理する方法であって、請求項１記載の帯電防止組
成物を前記絶縁材料の少なくとも一表面の少なくとも一部に塗布する工程を含む、局所処
理方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
発明の分野
　本発明は、少なくとも１種類のポリマーと少なくとも１種類の帯電防止剤とを含む組成
物に関する。本発明はさらに、該組成物を含む繊維、フィルム、布帛、コーティングおよ
び成形またはブロー成形物品に関する。他の態様において、本発明はまた、帯電防止剤と
して有用な新規な化合物および基材に帯電防止特性を与える方法にも関する。
【０００２】
発明の背景
　静電荷の蓄積は、多くの工業製品および材料の処理および使用における様々な問題の原
因である。静電荷は材料を固着させたり、互いに反発させたりする。これは、特に、繊維
やテキスタイルの処理において問題である。さらに、静電荷の蓄積により物体はゴミやホ
コリを引き付けてしまい、製造や汚染の問題へとつながり、製品の性能が損なわれる恐れ
がある。
【０００３】
　絶縁物体からの突発的な静電荷もまた深刻な問題となり得る。写真フィルムだと、かか
る放電はカブリやアーチファクトの外観を生じさせる。可燃性の材料が存在すると、静電
荷が点火源として作用して、火災および／または爆発を引き起こす恐れがある。
【０００４】
　エレクトロニクス業界において静電荷は特に問題である。というのは最新の電子装置は
静電荷により永久的な損害を非常に受けやすいためである。絶縁物体での静電荷の蓄積は
特に一般的なことであり、低湿度の条件下や、液体または固体が移動して互いに接触する
と（摩擦帯電）問題がある。
【０００５】
　静電荷の蓄積は、材料の電気伝導率を増大させることにより制御することができる。こ
れは、イオンまたは電子伝導率を増大することにより行うことができる。静的な蓄積を制
御するのに今日最も一般的な手段は、吸湿により電気伝導率を増大することによるもので
ある。これは、一般的に、水分を周囲空気に与える（加湿）か、または吸湿性帯電防止剤
を用いることによりなされる。これは通常、その有効性が大気中の水分の吸着によること
から、保湿剤と呼ばれている。たいていの帯電防止剤は、蓄積した静電荷を消失させるこ
とにより機能する。このように、静的減衰定数および表面伝導率が、帯電防止剤の有効性
の一般的な尺度である。
【０００６】
　帯電防止剤は、絶縁材料の表面に適用（外部帯電防止）または絶縁材料のバルクに組み
込む（内部帯電防止）ことができる。内部帯電防止剤は、プラスチックのようなポリマー
に一般的に用いられている。通常、内部帯電防止剤は、溶融処理中に、溶融ポリマーに直
接混合される。（代表的なポリマー溶融処理技術には、成形、溶融ブロー成形、溶融紡糸
および溶融押し出しがある。）２５０～４００℃以上というポリマー溶融処理温度に耐え
るのに必要な熱安定性を有する帯電防止剤はかなり少ない。静電蓄積は一般的に表面現象
であるため、材料の表面に移動し、濃縮させることのできる内部帯電防止剤が通常最も有
効である。
【０００７】
　公知の帯電防止剤としては、有機アミンおよびアミド、脂肪酸のエステル、有機酸、ポ
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リオキシエチレン誘導体、多価アルコール、金属、カーボンブラック、半導体および様々
な有機および無機塩をはじめとする広範囲な化学薬品が含まれる。多くはまた界面活性剤
でもあり、中性またはイオン性とすることができる。
【０００８】
　多くの低分子量の中性帯電防止剤の蒸気圧は非常に高く、蒸発により材料が失われるた
め、ポリマー溶融処理のような高温で用いるには不向きである。多くのその他の中性の帯
電防止剤は、ポリマー溶融処理またはその他の高温処理条件に耐えられるような十分な熱
安定性がない。
【０００９】
　たいていの非金属性帯電防止剤は、電荷消失について吸着および水の伝導性に頼る保湿
剤である。このように、その有効性は、低い大気湿度では失われてしまう。これらの多く
の帯電防止剤はまた水溶性であることから、材料を水にさらすと（例えば、洗浄において
）容易に除去されてしまうため、あまり耐久性がない。吸湿性の帯電防止剤と関係する水
は、ポリマー溶融処理中特に問題となり得る。というのは、水は溶融処理温度で急速に蒸
発する傾向があるためである。これによって、ポリマー中に望ましくない泡が形成されて
、押し出し装置においてネジがスリップする可能性がある。
【００１０】
　第四級アンモニウム塩が有用な帯電防止剤であることは業界に周知である。これらは固
体または液体とすることができ、最も一般的には、ハロゲン化物またはメタスルホン酸塩
である。塩は、優れた帯電防止性能を与えるが、熱安定性が限られており、通常、吸湿性
である。このように、多くの高性能熱可塑性樹脂に必要とされる高温処理条件に耐えられ
ない。
【００１１】
　無機、有機および含フッ素有機アニオンの金属塩はまた、あるポリマー組成物では帯電
防止剤としての有用性が認められている。コストおよび毒性の点およびアルカリ金属カチ
オン、特に、リチウムの水への親和性が高いことから、アルカリ金属塩が最も一般的に用
いられている。しかしながら、たいていの金属塩は、高温処理条件下では熱安定性が不十
分で、ポリプロピレン、ポリエステルおよびポリカーボネートのような中～低極性のポリ
マーと相容性がない。この不相容性により、帯電防止性能が不適切となったり、かつ／ま
たは最終ポリマー物品の物理特性または透明性が許容できないほど減少する可能性がある
。従って、金属塩を内部帯電防止剤として用いるのは、比較的低温で水性または有機溶液
から流延された高極性および／または親水性のポリマーマトリックスに通常、限られてい
る。
【００１２】
　さらに、多くの金属塩は、金属および電子コンポーネントに対して腐食性であるため、
かかる表面と接触する用途には不向きである。公知の親水性金属塩および第四級アンモニ
ウム塩には、他の保湿性帯電防止剤（上記）の全ての欠点がある。
【００１３】
　このように、業界においては、高温安定性、疎水性、低揮発性、金属および電子コンポ
ーネントに対する低腐食性、耐久性およびポリマー相容性の優れたバランスを示し、広い
範囲の湿度レベルにわたって様々な絶縁材料に良好な帯電防止性能を与えることのできる
帯電防止剤が必要とされている。
【００１４】
発明の概要
　簡潔に述べると、一態様において、本発明は、非ポリマーの窒素オニウムカチオン（例
えば、第四級アンモニウムイオン）と、弱配位性含フッ素有機アニオンとからなる少なく
とも１種類のイオン塩（ａ）であって、アニオンの共役酸が超酸（例えば、ビス（パーフ
ルオロアルカンスルホニル）イミドイオン）であるイオン塩と、少なくとも１種類の熱可
塑性ポリマー（ｂ）との溶融ブレンドを含む、またはこれらから実質的になる帯電防止組
成物を提供する。本明細書において、「溶融ブレンド」とは、溶融処理技術により作製さ



(4) JP 5412629 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

れたブレンドのことであり、「オニウム」とは、電荷の少なくとも一部が少なくとも１個
の窒素原子にある正に帯電したイオンのことである。好ましくは、アニオンの共役酸のハ
メット酸性度関数Ｈ0は約－１０未満である。
【００１５】
　上記のイオン塩を添加剤（内部帯電防止剤）または局所処理剤（外部帯電防止剤）とし
て用いて、帯電防止性をポリマーまたはその他絶縁材料に与えることができることを見出
した。これらのイオン塩は、意外なことに、ポリマーフィルムや布帛のような絶縁基材に
蓄積される静電荷を消失させるのに有効である。例えば、ポリプロピレン溶融ブロー成形
不織布帛にポリマー溶融添加剤として組み込むと、ある好ましい塩は、同じ静電減衰試験
条件下で知られた帯電防止剤と同程度またはそれ以上の静電消失速度を与える。本発明の
組成物に用いられるイオン塩は、伝導率向上添加剤（例えば、リチウム塩や極性有機溶媒
）がなくても有効であり、塩および絶縁材料から実質的になるこのような組成物は意外な
ことに良好な帯電防止特性を示す。
【００１６】
　さらに、本発明の組成物に用いられるイオン塩は意外なことに高い熱安定性を示す。塩
（意外なことに、第四級アンモニウム塩でも）は、３００～５００℃の温度で（多くは、
そして好ましくは３５０℃より高い温度で）安定なままであり、このように、ポリマー溶
融添加剤（高温溶融処理によりホストポリマーに組み込まれる）として、そして使用温度
が非常に高い用途に用いるのに非常に向いている。塩はまた不揮発性（実質的に蒸気圧が
ない）、非引火性で、有害な蒸気を排出したり、蒸発損失の結果帯電性能が徐々に低下す
ることなく、通常の処理および使用条件下で用いることができる。
【００１７】
　本発明の組成物に用いられるイオン塩は様々なポリマーと相容性がある。多くの塩はま
た疎水性（水と非混和性）であり、その帯電防止性能は、大気湿度レベルとはあまり相関
性がなく、水性環境にさらしても耐久性がある。好ましいイオン塩は室温（例えば、約２
５℃）もしくはそれ以上で液体である。
【００１８】
　本発明の組成物に用いられるイオン塩は、従って、高い熱安定性、疎水性、低揮発性、
耐久性およびポリマー相容性の優れたバランスを示し、広い範囲の湿度レベルにわたって
様々な絶縁材料に良好な帯電防止性能を与えることのできる帯電防止剤が必要とされてい
る業界の要求を満足するものである。
【００１９】
　他の態様において、本発明はまた、本発明の組成物を含む繊維、布帛、フィルム、コー
ティングおよび成形またはブロー成形物品、帯電防止剤として有用な新規な化合物、およ
び、例えば、バルク付加または局所処理により基材に帯電防止特性を与える方法も提供す
る。
【００２０】
発明の詳細な説明
　本発明の帯電防止組成物に用いるのに好適なイオン塩は、非ポリマーの窒素オニウムカ
チオンと弱配位性含フッ素有機（完全にフッ素化、すなわち過フッ素化されているか、あ
るいは部分フッ素化された）アニオンとからなるようなものである。窒素オニウムカチオ
ンは、環状（すなわち、カチオンの窒素原子が環原子）または非環状（すなわち、カチオ
ンの窒素原子が環原子でないが、環状置換基は有することができる）とすることができる
。環状カチオンは芳香族、不飽和だが非芳香族、または飽和とすることができ、非環状カ
チオンは飽和または不飽和とすることができる。
【００２１】
　環状カチオンは、窒素以外に１個以上の環状ヘテロ原子（例えば、酸素または硫黄）を
含むことができ、環原子は置換基（例えば、水素、ハロゲン、またはアルキル、脂環式、
アリール、アルカリ環状、アルカリール、脂環式アルキル、アラルキル、アル脂環式およ
び脂環式アリール基のような有機基）を含むことができる。別個のアルキル置換基を一緒
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して環構造を形成することもできる。有機置換基は、例えば、窒素、酸素、硫黄、リンま
たはハロゲンのような１個以上のヘテロ原子を含むことができる（したがって、含フッ素
有機の性質を有することができる）。
【００２２】
　非環式カチオンは少なくとも１個（好ましくは少なくとも２個、より好ましくは少なく
とも３個、最も好ましくは４個）の窒素結合有機置換基またはＲ基を有することができる
。残りの置換基は水素である。Ｒ基は、環式または非環式、飽和または不飽和、芳香族ま
たは非芳香族とすることができ、例えば、窒素、酸素、硫黄、リンまたはハロゲンのよう
な１個以上のヘテロ原子を含むことができる（したがって、含フッ素有機の性質を有する
ことができる）。
【００２３】
　好ましくは、窒素オニウムカチオンは非環式、飽和環式または芳香族である。より好ま
しくは、カチオンは非環式または芳香族である。カチオンは安定性という理由から芳香族
であるのが最も好ましい。
【００２４】
　好ましい非環式窒素オニウムカチオンは第四級または第三級（最も好ましくは第四級）
アンモニウムイオンである。第四級および第三級アンモニウムイオンが対称性が低いこと
から好ましく（上述した少なくとも２個、好ましくは少なくとも３個の異なる窒素結合有
機置換基またはＲ基を有する）、より好ましくは、少なくとも１個の窒素結合有機置換基
に少なくとも１個の水酸基を含む。最も好ましい非環式窒素オニウムカチオンは、式Ｉの
イオン塩について後述するようなものである。
【００２５】
　好ましい芳香族窒素オニウムカチオンは、以下からなる群より選択される。
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式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5およびＲ6は、Ｈ、Ｆ、１～約４個の炭素原子のアルキル
基、ここで、２個のアルキル基が一緒に結合して２～４個の炭素原子の単体アルキレンラ
ジカルを形成し、Ｎ上でまとまって環構造を形成する、及びフェニル基からなる群より独
立に選択され、アルキル基、アルキレンラジカルまたはフェニル基は１個以上の電子吸引
基（好ましくは、Ｆ－、Ｃｌ－、ＣＦ3－、ＳＦ5－、ＣＦ3Ｓ－、（ＣＦ3）2ＣＨＳ－お
よび（ＣＦ3）3ＣＳ－からなる群より選択される）で置換することができる。
【００２６】
　より好ましい芳香族カチオンは、以下からなる群より選択される。
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【化６】

式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4およびＲ5は前述の通りである。
【００２７】
　弱配位性アニオンは、含フッ素有機アニオンであり、その共役酸は超酸（すなわち、１
００パーセント硫酸より酸性が大きい酸）である。好ましくは、アニオンの共役酸のハメ
ット酸性度関数Ｈ0は約－１０未満（より好ましくは約－１２未満）である。かかる弱配
位性含フッ素有機アニオンとしては、少なくとも１個の高フッ素化アルカンスルホニル基
を含むものが挙げられる。すなわち、全ての非フッ素炭素結合置換基が、スルホニル基に
直接結合した炭素原子以外の炭素窒素に結合しているパーフルオロアルカンスルホニル基
または部分フッ素化アルカンスルホニル基である（好ましくは、全ての非フッ素炭素結合
置換基は、スルホニル基から離れた３個以上の炭素原子である炭素原子に結合している）
。
【００２８】
　好ましくは、アニオンは少なくとも約８０パーセントフッ素化されている（すなわち、
アニオンの少なくとも約８０パーセントの炭素結合置換基がフッ素原子である）。より好
ましくは、アニオンは過フッ素化されている（すなわち、完全にフッ素化されていて、全
ての炭素結合置換基がフッ素原子である）。好ましい過フッ素化アニオンを含むアニオン
は、例えば、窒素、酸素または硫黄のような１個以上のカテナリー（すなわち、鎖内）ヘ
テロ原子を含むことができる。
【００２９】
　好適な弱配位性アニオンとしては、パーフルオロアルカンスルホネート、シアノパーフ
ルオロアルカンスルホニルアミド、ビス（シアノ）パーフルオロアルカンスルホニルメチ
ド、ビス（パーフルオロアルカンスルホニル）イミド、ビス（パーフルオロアルカンスル
ホニル）メチドおよびトリス（パーフルオロアルカンスルホニル）メチドからなる群より
選択されるアニオンが挙げられるがこれらに限られるものではない。
【００３０】
　好ましいアニオンとしては、パーフルオロアルカンスルホネート、ビス（パーフルオロ
アルカンスルホニル）イミドおよびトリス（パーフルオロアルカンスルホニル）メチドが
挙げられる。ビス（パーフルオロアルカンスルホニル）イミドおよびトリス（パーフルオ
ロアルカンスルホニル）メチドがより好ましいアニオンであり、ビス（パーフルオロアル
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カンスルホニル）イミドが最も好ましい。
【００３１】
　イオン塩は、使用条件下で固体または液体であって、好ましくは約１５０℃未満（より
好ましくは約５０℃未満、最も好ましくは約２５℃未満）の融点を有する。液体イオン塩
は静的消失性能が一般により良いことから好ましい。イオン塩は、約３２５℃以上（より
好ましくは約３５０℃以上）の温度で安定であるのが好ましい。（すなわち、塩の分解は
かかる温度以上で生じる。）塩はまた疎水性であるのも好ましい。このように、本発明の
帯電防止組成物に用いるのに好ましい部類のイオン塩としては、以下の群より選択される
芳香族窒素オニウムカチオン（ａ）
【化７】

式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5およびＲ6は、Ｈ、Ｆ、１～約４個の炭素原子のアルキル
基、ここで、２個のアルキル基が一緒に結合して２～４個の炭素原子の単体アルキレンラ
ジカルを形成し、Ｎ上でまとまって環構造を形成する、及びフェニル基からなる群より独
立に選択され、アルキル基、アルキレンラジカルまたはフェニル基は１個以上の電子吸引
基（好ましくはＦ－、Ｃｌ－、ＣＦ3－、ＳＦ5－、ＣＦ3Ｓ－、（ＣＦ3）2ＣＨＳ－およ
び（ＣＦ3）3ＣＳ－からなる群より選択される）で置換することができる、及び上述した
弱配位性含フッ素有機アニオンまたはＢＦ4－、ＰＦ6－、ＡｓＦ6－およびＳｂＦ6－から
なる群より選択される弱配位性アニオン（ｂ）とからなる。この好ましい部類は、米国特
許第５，８２７，６０２号（Ｋｏｃｈら）に記載された疎水性イオン液体のサブクラスを
含む。
【００３２】
　本発明の帯電防止組成物を調製するのに有用なその他の好ましい部類のイオン塩は、下
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式Ｉで表される新規な化合物である。
　（Ｒ1）4-zＮ

+［（ＣＨ2）qＯＲ2］zＸ
-　（Ｉ）

式中、各Ｒ1は、例えば、窒素、酸素、硫黄、リンまたはハロゲンのような１個以上のヘ
テロ原子を含むことのできるアルキル、脂環式、アリール、アルカリ環状、アルカリール
、脂環式アルキル、アラルキル、アル脂環式および脂環式アリール部分からなる群（含フ
ッ素有機性とすることができる）より独立に選択され、各Ｒ2は水素とＲ1について上述し
た部分とからなる群より独立に選択され、ｚは１～４の整数、ｑは１～４の整数、および
Ｘ-は上述した弱配位性含フッ素有機アニオンである。Ｒ1は、好ましくはアルキルであり
、Ｒ2は好ましくは水素、アルキルおよびアシル（より好ましくは、水素またはアシル、
最も好ましくは水素）からなる群より選択される。
【００３３】
　本発明の帯電防止組成物に有用な上述したイオン塩は、業界に周知のイオン交換または
メタセシス反応により調製することができる。例えば、前駆体オニウム塩（例えば、ハロ
ゲン化オニウム、アルカンスルホン酸オニウム、アルカンカルボン酸オニウムまたは水酸
化オニウム塩）は、水溶液中で前駆体金属塩または弱配位性アニオンの対応の酸と混合さ
せることができる。混合の際、所望の生成物（弱配位性アニオンのオニウム塩）が沈殿す
るか（液体または固体として）、または有機溶媒（例えば、塩化メチレン）で優先的に抽
出することができる。生成物は、ろ過または液／液相分離により単離したり、水で洗って
副生成物のハロゲン化金属塩またはハロゲン化水素を完全に除去して、真空で完全に乾燥
させて全ての揮発物質（存在する場合には、水および有機溶媒を含めて）を除去すること
ができる。同様のメタセシス反応は、水中でなく有機溶媒（例えば、アセトニトリル）中
で実施することができ、この場合、副生成物の塩が優先的に沈殿し、所望の生成物の塩は
有機溶媒中に溶解したままとなる（標準の実験技術を用いて単離することができる）。い
くつかのイオン塩（例えば、シグマアルドリッチ（ウィスコンシン州、ミルウォーキー）
より入手可能な１－エチル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネート
）が市販されている。
【００３４】
　前駆体の塩または酸（イオン塩を調製するのに用いる）は、業界に知られた標準的な方
法により調製でき、多くが市販されている。かかる方法としては、以下に挙げる参考文献
に記載されたアニオン前駆体調製方法が挙げられる。イミド前駆体－米国特許第５，８７
４，６１６号（Ｈｏｗｅｌｌｓら）、第５，７２３，６６４号（Ｓａｋａｇｕｃｈｉら）
、第５，０７２，０４０号（Ａｒｍａｎｄ）および第４，３８７，２２２号（Ｋｏｓｈａ
ｒ）；メチド前駆体－米国特許第５，５５４，６６４号（Ｌａｍａｎｎａら）および第５
，２７３，８４０号（Ｄｏｍｉｎｅｙ）；スルホネート前駆体－米国特許第５，１７６，
９４３号（Ｗｏｕ）、第４，５８２，７８１号（Ｃｈｅｎら）、第３，４７６，７５３号
（Ｈａｎｓｏｎ）および第２，７３２，３９８号（Ｂｒｉｃｅら）；フルオロケミカル基
にカテナリー酸素または窒素を有するスルホネート、イミドおよびメチド前駆体－米国特
許第５，５１４，４９３号（Ｗａｄｄｅｌｌら）；ジスルホン前駆体－Ｒ．Ｊ．Ｋｏｓｈ
ａｒおよびＲ．Ａ．Ｍｉｔｓｃｈ，Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．，３８，３３５８（１９７３
年）および米国特許第５，１３６，０９７号（Ａｒｍａｎｄ）。
【００３５】
　　一般に、フルオロアルカンスルホニル基を含むシアノ含有メチドおよびアミドは、非
求核塩基の存在下、フルオロアルカンスルホニルフッ化物、ＲfＳＯ2Ｆと、それぞれ無水
マロン酸ニトリルまたはシアナミドとの反応により調製することができる。この合成手順
は、米国特許第５，８７４，６１６号（Ｈｏｗｅｌｌｓら）のビス（フルオロアルカンス
ルホニル）イミドの調製についてのスキーム１に記載されており、マロン酸ニトリルまた
はシアナミドのいずれかをフルオロアルカンスルホンアミドに置換している。得られる中
間体非求核塩基カチオン含有メチドまたはアミド塩を、業界に周知の標準的メタセシス反
応により変換して、所望のカチオン塩（一般にリチウム）とすることができる。
【００３６】
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　有用なイオン塩の代表例としては、次のようなものが含まれる。
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（トリフルオロメチルスル
ホニル）イミド：
［Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムパーフルオロブタンスルホネー
ト：
［Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9］、
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネー
ト：
［Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-ＯＳＯ2ＣＦ3］、
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムトリス（トリフルオロメタンス
ルホニル）メチド：
［Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｃ（ＳＯ2ＣＦ3）3］、
　トリメチル－２－アセトキシエチルアンモニウムビス（トリフルオロメチルスルホニル
）イミド：
［（ＣＨ3）3Ｎ

+ＣＨ2ＣＨ2ＯＣ（Ｏ）ＣＨ3　
-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、

　トリメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（パーフルオロブタンスルホニル
）イミド：
［（ＣＨ3）3Ｎ

+ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｎ（ＳＯ2Ｃ4Ｆ9）2］、
　トリエチルアンモニウムビス（パーフルオロエタンスルホニル）イミド：
［Ｅｔ3Ｎ

+Ｈ　-Ｎ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2］、
　テトラエチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネート：
［ＣＦ3ＳＯ3

-　+ＮＥｔ4］、
　テトラエチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド：
［（ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ

-　+ＮＥｔ4］、
　テトラメチルアンモニウムトリス（トリフルオロメタンスルホニル）メチド：
［（ＣＨ3）4Ｎ

+　-Ｃ（ＳＯ2ＣＦ3）3］、
　テトラブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド：
［（Ｃ4Ｈ9）4Ｎ

+　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、
　トリメチル－３－パーフルオロオクチルスルホンアミドプロピルアンモニウムビス（ト
リフルオロメチルスルホニル）イミド：
［Ｃ8Ｆ17ＳＯ2ＮＨ（ＣＨ2）3Ｎ

+（ＣＨ3）3　
-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、

　１－ヘキサデシルピリジニウムビス（パーフルオロエタンスルホニル）イミド：
［ｎ－Ｃ16Ｈ33－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-Ｎ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2］、
　１－ヘキサデシルピリジニウムパーフルオロブタンスルホネート：
［ｎ－Ｃ16Ｈ33－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9］、
　１－ヘキサデシルピリジニウムパーフルオロオクタンスルホネート：
［ｎ－Ｃ16Ｈ33－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-ＯＳＯ2Ｃ8Ｆ17］、
　ｎ－ブチルピリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド：
［ｎ－Ｃ4Ｈ9－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、
　ｎ－ブチルピリジニウムパーフルオロブタンスルホネート：
［ｎ－Ｃ4Ｈ9－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9］、
　１，３－エチルメチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド：
［ＣＨ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　

-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、
　１，３－エチルメチルイミダゾリウムノナフルオロブタンスルホネート：
［ＣＨ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　

-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9］、
　１，３－エチルメチルイミダゾリウムトリフルオロブタンスルホネート：
［ＣＨ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　

-ＯＳＯ2ＣＦ3]　１，３－エチルメ
チルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェート：
［ＣＨ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　ＰＦ6

-］、
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　１，３－エチルメチルイミダゾリウムテトラフルオロボレート：
［ＣＨ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　ＢＦ4

-］、
　１，２－ジメチル－３－プロピルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル
）イミド、
　１，２－ジメチル－３－プロピルイミダゾリウムトリス（トリフルオロメタンスルホニ
ル）メチド、
　１，２－ジメチル－３－プロピルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホニルパーフ
ルオロブタンスルホニルイミド、
　１－エチル－３－メチルイミダゾリウムシアノトリフルオロメタンスルホニルアミド、
　１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビス（シアノ）トリフルオロメタンスルホニル
メチド、
　１－エチル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホニルパーフルオロブ
タンスルホニルイミド、
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムトリフルオロメチルスルホニル
パーフルオロブタンスルホニルイミド、
　２－ヒドロキシエチルトリメチルトリフルオロメチルスルホニルパーフルオロブタンス
ルホニルイミド、
　２－メトキシエチルトリメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イ
ミド、
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（シアノ）トリフルオロメ
タンスルホニルメチド、
　トリメチル－２－アセトキシエチルアンモニウムトリフルオロメチルスルホニルパーフ
ルオロブタンスルホニルイミド、
　１－ブチルピリジニウムトリフルオロメチルスルホニルパーフルオロブタンスルホニル
イミド、
　２－エトキシエチルトリメチルアンモニウムトリフルオロブタンスルホネート、
　１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムパーフルオロブタンスルホネート、
　パーフルオロ－１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、
　１－エチル－２－メチルピラゾリウムパーフルオロブタンスルホネート、
　１－ブチル－２－エチルピラゾリウムトリフルオロメタンスルホネート、
　Ｎ－エチルチアゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　Ｎ－エチルオキサゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドおよび１－ブ
チルピリミジニウムパーフルオロブタンスルホニルビス（トリフルオロメタンスルホニル
）－メチド、１，３－エチルメチルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェート、１，３
－エチルメチルイミダゾリウムテトラフルオロボレートおよびこれらの混合物。
【００３７】
　好ましいイオン塩としては、次のようなものが含まれる。
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（トリフルオロメチルスル
ホニル）イミド：
［Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムパーフルオロブタンスルホネー
ト：
［Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9］、
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネー
ト：
［Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-ＯＳＯ2ＣＦ3］、
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムトリス（トリフルオロメタンス
ルホニル）メチド：
［Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｃ（ＳＯ2ＣＦ3）3］、
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　トリメチル－２－アセトキシエチルアンモニウムビス（トリフルオロメチルスルホニル
）イミド：
［（ＣＨ3）3Ｎ

+ＣＨ2ＣＨ2ＯＣ（Ｏ）ＣＨ3　
-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、

　トリメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（パーフルオロブタンスルホニル
）イミド：
［（ＣＨ3）3Ｎ

+ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｎ（ＳＯ2Ｃ4Ｆ9）2］、
　トリエチルアンモニウムビス（パーフルオロエタンスルホニル）イミド：
［Ｅｔ3Ｎ

+Ｈ　-Ｎ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2］、
　テトラエチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネート：
［ＣＦ3ＳＯ3

-　+ＮＥｔ4］、
　テトラエチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド：
［（ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ

-　+ＮＥｔ4］、
　テトラメチルアンモニウムトリス（トリフルオロメタンスルホニル）メチド：［（ＣＨ

3）4Ｎ
+　-Ｃ（ＳＯ2ＣＦ3）3］、

　テトラブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド：
［（Ｃ4Ｈ9）4Ｎ

+　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、
　トリメチル－３－パーフルオロオクチルスルホンアミドプロピルアンモニウムビス（ト
リフルオロメチルスルホニル）イミド：
［Ｃ8Ｆ17ＳＯ2ＮＨ（ＣＨ2）3Ｎ

+（ＣＨ3）3　
-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、

　１－ヘキサデシルピリジニウムビス（パーフルオロエタンスルホニル）イミド：
［ｎ－Ｃ16Ｈ33－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-Ｎ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2］、
　１－ヘキサデシルピリジニウムパーフルオロブタンスルホネート：
［ｎ－Ｃ16Ｈ33－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9］、
　１－ヘキサデシルピリジニウムパーフルオロオクタンスルホネート：
［ｎ－Ｃ16Ｈ33－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-ＯＳＯ2Ｃ8Ｆ17］、
　ｎ－ブチルピリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド：
［ｎ－Ｃ4Ｈ9－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、
　ｎ－ブチルピリジニウムパーフルオロブタンスルホネート：
［ｎ－Ｃ4Ｈ9－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9］、
　１，３－エチルメチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド：
［ＣＨ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　

-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2］、
　１，３－エチルメチルイミダゾリウムノナフルオロブタンスルホネート：
［ＣＨ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　

-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9］、
　１，３－エチルメチルイミダゾリウムトリフルオロブタンスルホネート：
［ＣＨ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　

-ＯＳＯ2ＣＦ3］、
　１，３－エチルメチルイミダゾリウムテトラフルオロボレートおよびこれらの混合物。
【００３８】
　より好ましいイオン塩としては、２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（トリフルオ
ロメチルスルホニル）イミド、オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムパ
ーフルオロブタンスルホネート、オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウム
トリフルオロメタンスルホネート、トリエチルアンモニウムビス（パーフルオロエタンス
ルホニル）イミド、テトラエチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネート、トリメ
チル－３－パーフルオロオクチルスルホンアミドプロピルアンモニウムビス（トリフルオ
ロメタンスルホニル）イミド、１，３－エチルメチルイミダゾリウムノナフルオロブタン
スルホネート、１，３－エチルメチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニ
ル）イミド、１，３－エチルメチルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネートおよ
びこれらの混合物が挙げられる。
【００３９】
　最も好ましいイオン塩としては、２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（トリフルオ
ロメチルスルホニル）イミド、オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムト
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リフルオロメタンスルホネート、トリエチルアンモニウムビス（パーフルオロエタンスル
ホニル）イミド、１，３－エチルメチルイミダゾリウムノナフルオロブタンスルホネート
、１，３－エチルメチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
１，３－エチルメチルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネートおよびこれらの混
合物が挙げられ、さらに優先されるのは、上述した通常の優先されるカチオンおよびアニ
オンに従ったものである。
【００４０】
　局所処理に好適な絶縁材料としては、比較的表面およびバルク伝導率が低く、静電荷が
蓄積しやすい材料が挙げられる。かかる材料には、合成および天然ポリマー（またはその
反応前駆体、例えば、単または多官能性モノマーまたはオリゴマー）の両方が含まれ、こ
れらは、有機か無機のいずれか、そしてセラミックス、ガラスおよびセラマー（またはそ
の反応前駆体）とすることができる。
【００４１】
　好適な合成ポリマー（熱可塑性か熱硬化性のいずれか）としては、例えば、ポリ（塩化
ビニル）、ポリエチレン（高密度、低密度、極低密度）、ポリプロピレンおよびポリスチ
レンのような日用品プラスチックス；例えば、ポリエステル（例えば、ポリ（エチレンテ
レフタレート）やポリ（ブチレンテレフタレート）を含む）、ポリアミド（脂肪族、アモ
ルファス、芳香族）、ポリカーボネート（例えば、ビスフェノールＡから誘導されたもの
のような芳香族ポリカーボネート）、ポリオキシメチレン、ポリアクリレートおよびポリ
メタクリレート（例えば、ポリ（メチルメタクリレート））、変性ポリスチレン（例えば
、スチレン－アクリロニトリル（ＳＡＮ）およびアクリロニトリル－ブタジエン－スチレ
ン（ＡＢＳ）コポリマー）、高衝撃ポリスチレン（ＳＢ）、フルオロプラスチックスおよ
びかかるポリ（フェニレンオキシド）－ポリスチレンおよびポリカーボネート－ＡＢＳの
ようなブレンドといったエンジニアリングプラスチックス；例えば、液晶ポリマー（ＬＣ
Ｐ）、ポリエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリスルホン、ポリイミドおよびポリエーテル
イミドのような高性能プラスチックス；例えば、アルキド樹脂、フェノール樹脂、アミノ
樹脂（例えば、メラミンやウレア樹脂）、エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル（いわゆる
ビニルエステルを含む）、ポリウレタン、アリルリックス（ａｌｌｙｌｌｉｃｓ）（例え
ば、アリルジグリコールカーボネートから誘導されたポリマー）、フルオロエラストマー
およびポリアクリレートのような熱硬化性樹脂；等およびこれらのブレンドが挙げられる
。好適な天然ポリマーとしては、絹、羊毛および皮のような蛋白様材料および綿や木材の
ようなセルロース材料が挙げられる。
【００４２】
　特に有用な絶縁材料は、上述したような熱可塑性ポリマーであり、かかるポリマーは本
発明の帯電防止組成物を作製するのに用いることができる。好ましくは、熱可塑性ポリマ
ーは、高温、例えば、約１５０℃を超える（より好ましくは約２５０℃を超える、さらに
好ましくは約２８０℃を超える、最も好ましくは約３２０℃を超える）温度で溶融処理可
能である。好ましい熱可塑性ポリマーとしては、例えば、ポリプロピレン、ポリエチレン
、エチレンと１種類以上のアルファオレフィン（例えば、ポリ（エチレン－ブテン）およ
びポリ（エチレン－オクテン））、ポリエステル、ポリウレタン、ポリカーボネート、ポ
リエーテルイミド、ポリイミド、ポリエーテルケトン、ポリスルホン、ポリスチレン、Ａ
ＢＳコポリマー、ポリアミド、フルオロエラストマーおよびこれらのブレンドが挙げられ
る。より好ましいのは、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリエステル、ポリウレタン、
ポリカーボネートおよびこれらのブレンドであり、ポリプロピレン、ポリカーボネート、
ポリエステルおよびこれらのブレンドが最も好ましい。
【００４３】
　本発明の帯電防止組成物は、少なくとも１種類のイオン塩（単体、またはその他の添加
剤と組み合わせて）と、少なくとも１種類の熱可塑性ポリマーを混合し、得られた混合物
を溶融処理することにより調製することができる。帯電防止組成物を調製する他の方法と
しては、例えば、（ａ）少なくとも１種類のイオン塩（単体またはその他の添加剤と組み



(14) JP 5412629 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

合わせたもの）と少なくとも１種類の熱硬化性ポリマーまたはセラマー（またはその反応
前駆体）とを混合し、任意で熱または化学放射線を適用して、得られた混合物を硬化させ
、（ｂ）少なくとも１種類のイオン塩を含む処理組成物を少なくとも１種類の絶縁材料の
少なくとも一表面の少なくとも一部に適用し、（ｃ）少なくとも１種類のイオン塩と少な
くとも１種類の絶縁材料を、少なくとも１種類の溶媒中で溶解し、得られた溶液を流延ま
たはコーティングして、任意で熱を適用して、溶媒を蒸発させ、（ｄ）少なくとも１種類
のイオン塩（単体またはその他の添加剤と組み合わせたもの）とを混合して、任意で、少
なくとも１種類の溶媒を存在させ、任意で熱または化学放射線を適用して、モノマーを重
合させるものである。
【００４４】
　溶融処理により溶融ブレンドを形成するために、イオン塩は、例えば、造粒または粉末
ポリマーと密に混合し、例えば、成形、溶融ブロー成形、溶融紡糸または溶融押し出しの
ような公知の方法により溶融処理することができる。塩は、直接ポリマーと混合したり、
ポリマー中の塩の「マスターバッチ」（濃縮物）の形態のポリマーと混合することができ
る。所望であれば、塩の有機溶液を、粉末または造粒ポリマーと混合して、乾燥して（溶
媒を除去し）、溶融処理することもできる。あるいは、溶融塩を、溶融ポリマーの流れに
注入して、例えば、繊維またはフィルムへ押し出す直前、または物品に成形する直前にブ
レンドを形成することもできる。
【００４５】
　溶融処理後、アニール工程を行って、帯電防止特性の発現を改善することができる。ア
ニール工程に加えて、またはこの代わりに、溶融処理済み混合物（例えば、フィルムまた
は繊維の形態）に一方または両方がパターン化された２本の加熱ロール間でエンボス加工
を行うこともできる。アニール工程は、一般に、ポリマーの融点より低い温度（例えば、
ポリアミドの場合には約１５０～２２０℃で約３０秒～約５分間）で行う。場合によって
は、水分の存在によってイオン塩の有効性を改善することができる。ただし、帯電防止特
性を得るのに水分の存在は必要ではない。
【００４６】
　イオン塩は、特定の用途について所望の帯電防止特性を得るのに十分な量で熱可塑性ポ
リマー（あるいは、この代わりに、別の絶縁材料）に加えることができる。この量は、実
験的に求めることができ、ポリマー（またはその他絶縁材料）の特性を損なうことなく帯
電防止特性を得るのに必要に応じて、または適宜調整することができる。通常、イオン塩
は、ポリマー（またはその他絶縁材料）の重量に基づいて、約０．１～約１０重量パーセ
ント（好ましくは約０．５～約２パーセント、より好ましくは約０．７５～約１．５パー
セント）の量で加えることができる。
【００４７】
　絶縁材料の局所処理において、イオン塩は、単体、または水性懸濁液、エマルジョンま
たは溶液の形態で、または絶縁材料の局所処理においては有機溶媒溶液として用いること
ができる。有用な有機溶媒としては、塩素化炭化水素、アルコール（例えば、イソプロピ
ルアルコール）、エステル、ケトン（例えば、メチルイソブチルケトン）およびこれらの
混合物が挙げられる。通常、溶媒溶液は、約０．１～約５０重量パーセント、または約９
０重量パーセントまでの不揮発性固体（成分の総重量に基づいて）を含むことができる。
水性懸濁液、エマルジョンまたは溶液が通常好ましく、不揮発性固体含量約０．１～約５
０重量パーセント、好ましくは約１～約１０重量パーセント（成分の総重量に基づいて）
含むことができる。しかしながら、局所処理は、使用または処理温度で液体の少なくとも
１種類のイオン塩から実質的になる局所処理組成物を（少なくとも絶縁材料の少なくとも
一表面の少なくとも一部に）適用することによりなされるのが好ましい。かかる局所処理
プロセスは、溶媒を加えずに、純液体イオン塩を用いるため、イオン塩の有機溶媒溶液を
用いるより環境上好ましい。
【００４８】
　液体イオン塩（または液体または固体イオン塩の懸濁液、エマルジョン、または溶液）
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は、例えば、スプレー、パディング、浸漬、ロールコーティング、はけ塗りまたは吸尽と
いった標準的な方法により絶縁材料に適用することができる（任意で、この後処理済材料
を乾燥して残留水または溶媒を除去する）。材料は、成形またはブロー成形物品、シート
、繊維（そのまま、または凝集形態、例えば、ヤーン、トウ、ウェブまたはロービング、
またはカーペットのような加工テキスタイルの形態）、織および不織布帛、フィルム等の
形態とすることができる。所望であれば、塩に、通常の繊維処理剤、例えば、スピン仕上
げ剤や繊維滑剤を併用することができる。
【００４９】
　液体イオン塩（または液体または固体イオン塩の懸濁液、エマルジョンまたは溶液）は
、特定の用途に所望の帯電防止特性を得るのに十分な量で適用することができる。この量
は、実験的に求めることができ、絶縁材料の特性を損なうことなく帯電防止特性を得るの
に必要に応じて、または適宜調整することができる。
【００５０】
　様々な構造体を、本発明の帯電防止組成物から作製することができる。かかる構造体は
、あるレベルの帯電防止特性が必要な用途に用いられる。例えば、本発明の帯電防止組成
物を用いて、織および不織布帛を作製するのに用いることのできるフィルムおよび成形ま
たはブロー成形物品、および繊維（例えば、マイクロファイバーを含む溶融ブローまたは
溶融スパン繊維）を作製することができる。かかるフィルム、成形またはブロー成形物品
、繊維および布帛は、様々な環境条件下で帯電防止特性を示し、様々な用途に用いること
ができる。
【００５１】
　例えば、本発明の帯電防止組成物を含む成形物品は、標準的な方法（例えば、高温射出
成形）により作製することができ、例えば、車両の前照灯カバー、レンズ（眼鏡レンズを
含む）、電子装置（例えば、コンピュータ）のケースまたは回路基板、ディスプレイ装置
のスクリーン、窓（例えば、航空機の窓）等として特に有用である。本発明の帯電防止組
成物を含むフィルムは、業界で一般的に用いられているフィルム作製方法により作製する
ことができる。かかるフィルムは、ノンポーラスまたはポーラス（後者には機械的に穿孔
されたフィルムが含まれる）とすることができ、多孔性の存在および程度は、所望の性能
特性により選ばれる。フィルムは、例えば、写真フィルム、オーバーヘッドプロジェクタ
で用いる透明フィルム、テープ裏材、コーティングの基材等として用いることができる。
【００５２】
　本発明の組成物を含む繊維を用いて、例えば、医療用布帛、医療および工業アパレル、
衣服作成用布帛、ラグやカーペットのような家庭用備品、および化学プロセスフィルタま
たは呼吸用マスクのようなフィルタ媒体に用いることのできる織または不織布帛を作製す
ることができる。不織ウェブまたは布帛は、溶融ブローまたはスパンボンドウェブのいず
れかの製造に用いられるプロセスにより作製することができる。例えば、ヴェンテ「Ｓｕ
ｐｅｒｆｉｎｅ　Ｔｈｅｒｍｏｐｌａｓｔｉｃ　Ｆｉｂｅｒｓ（極細熱可塑性繊維）」Ｉ
ｎｄｕｓ．Ｅｎｇ’ｇ　Ｃｈｅｍ．４８、１３４２（１９５６年）またはヴェンテら「Ｍ
ａｎｕｆａｃｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｓｕｐｅｒｆｉｎｅ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｆｉｂｅｒｓ（極
細有機繊維の製造）」海軍研究試験所報告第４３６４（１９５４年）に記載されたのと同
様のプロセスを用いることができる。不織布帛から作製された多層構造体は、例えば、医
療用布帛として、工業的および商業的に広く利用される。かかる多層構造体を構成する層
の作製は、所望の最終用途の特性により異なり、この構造体は、米国特許第５，１４５，
７２７号（Ｐｏｔｔｓら）および第５，１４９，５７６号（Ｐｏｔｔｓら）に記載されて
いるような多くの有用な組み合わせで２層以上の溶融ブローおよびスパンボンドウェブを
含むことができる。
【００５３】
　本発明の帯電防止組成物に用いられるイオン塩にはまた、コーティング（例えば、ポリ
マーまたはセラマーコーティング）の添加剤としての用途もある。かかるコーティングは
、帯電防止性および耐引っ掻き性の両方であって、写真工業において、または光学または
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磁気記録媒体の保護コーティングとして用いることができる。
【００５４】
　所望であれば、本発明の帯電防止組成物は、業界で一般的に用いられている１種類以上
の通常の添加剤、例えば、染料、顔料、酸化防止剤、紫外線安定化剤、難燃材、界面活性
剤、可塑剤（例えば、ポリブチレンのようなポリマー）、粘着付与剤、充填剤およびこれ
らの混合物をさらに含むことができる。
【００５５】
　本発明の目的および利点を以下の実施例によりさらに説明するが、これらの実施例に挙
げられた特定の材料および量、その他条件および詳細は本発明を不当に限定するものでは
ない。
【００５６】
用語
　ＨＴＳ９０５Ａ：Ｌａｒｏｓｔａｔ（登録商標）ＨＴＳ９０５Ａ、Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3

）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ-ＯＳＯ2ＣＨ3、ＢＡＳＦ（イリノイ州、グルニー）より入手可能
　ＨＱ－１１５：ＬｉＮ（ＳＯ2ＣＦ3）2、３Ｍ（ミネソタ州、セントポール）より入手
可能
　ＰＢＳＦ：パーフルオロブタンスルホニルフッ化物、シグマ－アルドリッチ（ウィスコ
ンシン州、ミルウォーキー）より入手可能
　リチウムトリフラート：リチウムトリフルオロメタンスルホネート、シグマ－アルドリ
ッチ（ウィスコンシン州、ミルウォーキー）より入手可能
　ＦＣ－２４：トリフルオロメタンスルホン酸、３Ｍ（ミネソタ州、セントポール）より
入手可能
　ＦＣ－７５４：トリメチル－３－パーフルオロオクチルスルホンアミドプロピル塩化ア
ンモニウム、３Ｍ（ミネソタ州、セントポール）より入手可能
　Ａｌｉｑｕａｔ（登録商標）３３６：メチルトリオクチル塩化アンモニウム、シグマ－
アルドリッチ（ウィスコンシン州、ミルウォーキー）またはヘンケル社（ペンシルバニア
州、アンブラー）より入手可能
　ＦＣ－９４：リチウムパーフルオロオクタンスルホネート、３Ｍ（ミネソタ州、セント
ポール）より入手可能
　セチル塩化ピリジニウム一水和物：１－ヘキサデシル塩化ピリジニウム、リサーチオル
ガニクス（オハイオ州、クリーブランド）より入手可能
　１，３－エチルメチル塩化イミダゾリウム：シグマ－アルドリッチ（ウィスコンシン州
、ミルウォーキー）より入手可能
　銀トリフラート：銀トリフルオロメタンスルホネート、シグマ－アルドリッチ（ウィス
コンシン州、ミルウォーキー）より入手可能
　ＡｇＢＦ4：銀テトラフルオロボレート、シグマ－アルドリッチ（ウィスコンシン州、
ミルウォーキー）より入手可能
　ＮＨ4ＰＦ6：ヘキサフルオロリン酸アンモニウム、シグマ－アルドリッチ（ウィスコン
シン州、ミルウォーキー）より入手可能
　塩化アセチルコリン：ＣＨ3ＣＯ2ＣＨ2ＣＨ2Ｎ（ＣＨ3）3Ｃｌ、リサーチオルガニクス
（オハイオ州、クリーブランド）より入手可能
　塩化コリン：ＨＯＣＨ2ＣＨ2Ｎ（ＣＨ3）3Ｃｌ、シグマ－アルドリッチ（ウィスコンシ
ン州、ミルウォーキー）より入手可能
　ＰＰ３５０５：ＥＳＣＯＲＥＮＥ（登録商標）ＰＰ３５０５ポリプロピレン、メルトイ
ンデックスフローレート４００、エクソンケミカル社（テキサス州、ベイタウン）より入
手可能
　ＰＥ６８０６：ＡＳＰＵＮ（登録商標）６８０６ポリエチレン、メルトフローインデッ
クス１０５ｇ／１０分（試験方法ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８により測定）およびピーク融点
１２４．８℃、ダウケミカル社（ミシガン州、ミッドランド）より入手可能
　ＰＳ４４０－２００：ＭＯＲＴＨＡＮＥ（登録商標）ＰＳ４４０－２００ウレタン、Ｍ
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ｏｒｔｏｎ　Ｔｈｉｏｋｏｌ社（イリノイ州、シカゴ）より入手可能
　ＰＥＴ６５－１０００：ポリエチレンテレフタレート、３Ｍ社（アラバマ州、Ｄｅｃａ
ｔｕｒ）より入手可能
　ＬＱ－３１４７：Ｍａｋｒｏｌｏｎ（登録商標）ＬＱ－３１４７ポリカーボネート、バ
イエル社（ペンシルバニア州、ピッツバーグ）より入手可能
　Ｍｅｌｌｉｎｅｘ６１７：メラミン下塗りポリエチレンテレフタレートフィルム（厚さ
０．１７７ｍｍ）、デュポン（バージニア州、ホープウェル）より入手可能
【００５７】
試験方法
試験方法Ｉ－融点測定
　塩の融点を、１分当たり２０℃の温度傾斜で示差走査熱量計（ＤＳＣ）により測定した
。溶融遷移の最大ピークを融点（Ｔｍ）とした。複数の溶融遷移が観察された場合には、
最も広い領域の溶融遷移のピークを融点とした。
【００５８】
試験方法ＩＩ－熱分解開始の測定
　１分当たり１０℃の温度傾斜を用いて不活性窒素雰囲気下で熱重量分析（ＴＧＡ）によ
り各塩の熱分解の開始を測定した。開始前の基準線での外挿正接と、試料重量の段階変化
に関連した屈折点での外挿正接との交点から、開始温度の値を求めた。
【００５９】
試験方法ＩＩＩ－静電荷消失試験
　不織布帛、フィルムおよび成形シートの静電荷消失特性をこの方法により求めた。試験
材料を９ｃｍ×１２ｃｍの試料に切断し、少なくとも１２時間、相対湿度（ＲＨ）約１０
パーセント、２５パーセントおよび５０パーセントの状態にした。材料を２２～２５℃の
温度で試験した。静電荷消失時間を、連邦試験法規格１０１１３、方法４０４６「材料の
帯電防止特性」に従って、ＥＴＳ型番４０６Ｃ静的減衰試験ユニット（エレクトロ－テッ
クシステムズ社（ペンシルバニア州、グレンサイド）製）を用いて測定した。この装置に
は、高圧（５０００ボルト）を用いて平坦な試験材料の表面に初期静電荷（平均誘導静電
荷）を誘導するものであり、フィールドメータにより５００ボルト（誘導された静電荷）
から初期誘導電荷の１０パーセントまで表面の減衰時間が観察される。これが静電荷消失
時間である。静電荷消失時間が短ければ短いほど、試験材料の帯電防止特性は良くなる。
本発明における静電荷消失時間について報告された値はすべて、少なくとも３回の別個の
測定についての平均（平均静電減衰定数）である。＞６０秒と報告された値は、試験した
材料の初期静電荷が表面伝導により除去できず、帯電防止性でないことを示している。
【００６０】
試験方法ＩＶ－表面抵抗率試験
　この試験は、ＡＳＴＭ規格Ｄ－２５７「絶縁材料のＤ．Ｃ．抵抗またはコンダクタンス
」の手順に従って実施された。表面抵抗率は、型番８０３Ｂプローブ（エレクトロ－テッ
クシステムズ社（ペンシルバニア州、グレンサイド））を装着したＥＴＳ型番８７２広範
囲抵抗メータを用いて本試験方法の条件下で測定された。この装置は、平坦な試験材料と
接触している２つの同心輪の電極に１００ボルトの外部電圧をかけて、オーム／平方単位
で表面抵抗率を読み取るものである。
【００６１】
　以下において、重量パーセントまたは重量部が示されている場合、それは、特に断りの
ない限り、全組成物の重量基準である。
【００６２】
化合物の調製
化合物１
　トリエチルアンモニウムビス（パーフルオロエタンスルホニル）イミド、［Ｅｔ3Ｎ

+Ｈ
　-Ｎ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2］の合成
　塩化メチレン溶媒が蒸発した時点で手順を終了した以外は、米国特許第５，８７４，６
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１６号の実施例３に記載された方法に従って、標記の化合物を調製した。生成物の融点（
Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。
結果を第２表に示す。
【００６３】
化合物２
テトラエチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネート、ＣＦ3ＳＯ3

-　+ＮＥｔ4の
合成
　２Ｌのフラスコに３００ｇのＣＦ3ＳＯ3Ｈ（ＦＣ－２４）を入れた。ｐＨが約６になる
まで、約８００ｇのＥｔ4ＮＯＨ水溶液（３５％）を徐々に添加して、酸を中和した。ロ
ータリエバポレーションにより乾燥した後、高圧をかけて、白色固体（５６０ｇ）を得た
。固体をクロロホルム－ヘプタンから再結晶化して５２０ｇの純粋な生成物を得た。この
生成物も同じく融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法
ＩＩに従って調べた。結果を第２表に示す。
【００６４】
化合物３
テトラエチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、（ＣＦ3ＳＯ2

）2Ｎ
-　+ＮＥｔ4の水－ＣＨ2Ｃｌ2混合溶媒中での合成

　１Ｌのフラスコで、５０ｇの（ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ
-　Ｌｉ+（ＨＱ－１１５）を５０ｇの

脱イオン水中に溶解させた。溶液を８９ｇの３５％Ｅｔ4ＮＯＨ水溶液とＮ2下で混合した
。固体が添加中に沈殿した。５０ｇのＣＨ2Ｃｌ2を添加することによりこれを溶かした。
下層の有機層を分離した。水溶液を他の５０ｇのＣＨ2Ｃｌ2で抽出した。混合した有機溶
液を水（２×２５ｍＬ）で洗い、ロータリエバポレーションにより揮発物質を除去した。
粗生成物のＣＨ3ＯＨ－Ｈ2Ｏからの再結晶により、完全真空乾燥後７０ｇの白色固体が得
られた。生成物の融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始(Ｔd）を試験方
法ＩＩに従って調べた。結果を第２表に示す。
【００６５】
化合物４
テトラメチルアンモニウムトリス（トリフルオロメタンスルホニル）メチド、（ＣＨ3）4

Ｎ+　-Ｃ（ＳＯ2ＣＦ3）3の合成
　５５行のところで手順を終了した以外は、米国特許第５，５５４，６６４号の実施例１
８に記載された方法に従って、標記の化合物を調製した。生成物の融点（Ｔm）を試験方
法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結果を第２表
に示す。
【００６６】
化合物５
テトラブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、（Ｃ4Ｈ9）4

Ｎ+　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2の合成
　実施例１８に記載された手順に従って、（Ｃ4Ｈ9）4Ｎ

+Ｂｒ-（シグマ－アルドリッチ
（ウィスコンシン州、ミルウォーキー）を約１０％モル過剰のＬｉ+　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）

2（ＨＱ－１１５）と反応させることにより、標記の化合物を調製した。生成物の融点（
Ｔｍ）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔｄ）を試験方法ＩＩに従って調べた
。結果を第２表に示す。
【００６７】
化合物６
１－ヘキサデシルピリジニウムビス（パーフルオロエタンスルホニル）イミド、ｎ－Ｃ16

Ｈ33－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　
-Ｎ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2の合成

　８５．１ｇのＬｉ+　-Ｎ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2（ＨＱ－１１５）をアニオン前駆体として用
いた以外は実施例１４の方法に従って標記の化合物を調製した。生成物の融点（Ｔm）を
試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結果を
第３表に示す。



(19) JP 5412629 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

【００６８】
化合物７
１－ヘキサデシルピリジニウムパーフルオロブタンスルホネート、ｎ－Ｃ16Ｈ33－ｃｙｃ
－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9の合成
　セチル塩化ピリジニウム－水和物（７５ｇ）を８００ｍｌの水に溶かし、おだやかに加
熱し、かつ磁気攪拌した。この溶液に、６００ｍＬの水に溶解した６７．３ｇのＬｉ+-Ｏ
ＳＯ2Ｃ4Ｆ9（Ｃ4Ｆ9ＳＯ2Ｆ［ＰＢＳＦ］のＬｉＯＨを用いた加水分解により調製したも
の）を攪拌しながら加えた。生成物が即時に沈殿した。これを吸引ろ過により単離した。
生成物を大量の水で洗い、最初は吸引により、そして次に１０-2トルの真空、４０℃で乾
燥させた。生成物の融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験
方法ＩＩに従って調べた。結果を第３表に示す。
【００６９】
化合物８
１－ヘキサデシルピリジニウムパーフルオロブタンスルホネート、ｎ－Ｃ16Ｈ33－ｃｙｃ
－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-ＯＳＯ2Ｃ8Ｆ17の合成
　１１１．３ｇのＬｉ+　-ＯＳＯ2Ｃ8Ｆ17（ＦＣ－９４）をアニオン前駆体として用いた
以外は実施例１４の方法に従って標記の化合物を調製した。生成物の融点（Ｔm）を試験
方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結果を第３
表に示す。
【００７０】
化合物９
ｎ－ブチルピリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、ｎ－Ｃ4Ｈ9－ｃ
ｙｃ－Ｎ+Ｃ5Ｈ5　

-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2の合成
　５０ｇのＬｉ+　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2（ＨＱ－１１５）（２８７ｇ／モル、０．１７４
モル）および１００ｍｌのＤＩ水（脱イオン水）の溶液を調製した。３０ｇのブチル塩化
ピリジニウム（１７１．６ｇ／モル、０．１７４）および１００ｍｌのＤＩ水の溶液を別
に調製した。この２つの溶液を、２００ｍｌの塩化メチレンと共に分液漏斗に加えた。混
合物を完全に振とうし、相を分離させた。有機相を分離し、２００ｍｌのＤＩ水で３回洗
った。有機層をロータリエバポレータで減圧蒸留により濃縮させた。得られた黄色の油を
１２０℃で一晩真空乾燥させて、７０ｇの生成物を得た（収量９７％）。生成物の融点（
Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。
結果を第３表に示す。
【００７１】
化合物１０
ｎ－ブチルピリジニウムパーフルオロブタンスルホネート、ｎ－Ｃ4Ｈ9－ｃｙｃ－Ｎ+Ｃ5

Ｈ5　－ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9の合成
　２０ｇのブチル塩化ピリジニウム（１７１．６ｇ／モル、０．１１６モル）の溶液を１
００ｍｌのＤＩ水で調製した。３５．７ｇのＬｉ+-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9（Ｃ4Ｆ9ＳＯ2Ｆ［ＰＢ
ＳＦ］のＬｉＯＨを用いた加水分解により調製したもの）（３０６ｇ／モル、０．１１６
モル）および１００ｍｌの水を用いて同様の溶液を調製した。この２つの溶液を、２００
ｍｌの塩化メチレンと共に分液漏斗に加えた。混合物を完全に振とうし、相を分離させた
。有機相を分離し、２００ｍｌのＤＩ水で洗った。混合物を徐々に分離したため、これ以
上は洗わなかった。有機層をロータリエバポレータで減圧蒸留により濃縮させた。真空下
１３０℃で一晩乾燥させた。分離した黄色の油を秤量したところ４４ｇであった（収量８
７％）。生成物の融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方
法ＩＩに従って調べた。結果を第３表に示す。
【００７２】
化合物１１
１，３－エチルメチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｃ
Ｈ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　

-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2の合成
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　１，３－エチルメチル塩化イミダゾリウム（５０．０ｇ）およびＬｉＮ（ＳＯ2ＣＦ3）

2（ＨＱ－１１５）（１０２．８ｇ）を５００ｍＬの水中で磁気攪拌しながら混合した。
低粘度の非混和性の明るい黄色の油を下層液相として分離した。混合物を５００ｍＬのＣ
Ｈ2Ｃｌ2と混合して分液漏斗に移し、実施例１に実質的に記載されたようワークアップを
実施した。揮発性物質を全て真空ストリッピングした後、合計で１１２．２ｇ（収量８４
％）の高純度の明るい黄色の油が得られた。これは、1Ｈおよび19Ｆ　ＮＭＲにより標記
の化合物と確認された。この生成物も同じく融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして
熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結果を第４表に示す。
【００７３】
化合物１２
１，３－エチルメチルイミダゾリウムノナフルオロブタンスルホネート、ＣＨ3－ｃｙｃ
－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　

-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9の合成
　１，３－エチルメチル塩化イミダゾリウム（４９．１ｇ）およびＬｉＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9（
１０７．６ｇ、Ｃ4Ｆ9ＳＯ2ＦのＬｉＯＨを用いた加水分解により調製したもの）を５０
０ｍＬの水中で磁気攪拌しながら混合した。均一な水溶液が形成された。これを混合物を
５００ｍＬのＣＨ2Ｃｌ2と混合して分液漏斗に移し、実施例１の手順に従ってワークアッ
プした。揮発性物質を全て真空ストリッピングした後、合計で６５．０ｇ（収量４７％）
の高純度の明るい黄色の油が得られた。これは、1Ｈおよび19Ｆ　ＮＭＲにより標記の化
合物と確認された。この生成物も同じく融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分
解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結果を第４表に示す。
【００７４】
化合物１３
１，３－エチルメチルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネート、ＣＨ3－ｃｙｃ
－（Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　

-ＯＳＯ2ＣＦ3の合成
　１，３－エチルメチル塩化イミダゾリウム（２９ｇ、０．１９９モル）を１００ｍｌの
水に溶かし、２００ｇの水中５０ｇの銀トリフラート（０．１９５モル）の溶液に攪拌し
ながら加えた。塩化銀沈殿物をろ過により除去し、固体を１００ｍｌの脱イオン水で洗っ
た。ろ液をロータリエバポレータで濃縮し、さらに７５℃で一晩乾燥させて、４７．５ｇ
の明るい緑の油を得た。1Ｈおよび19Ｆ　ＮＭＲにより確認された。この生成物も同じく
融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調
べた。結果を第４表に示す。
【００７５】
化合物１４
１，３－エチルメチルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、ＣＨ3－ｃｙｃ－（Ｎ+Ｃ

2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　ＢＦ4
-の合成

　２００ｍｌの蒸留水中４９．６ｇのＡｇＢＦ４（１９４．６８ｇ／モル、０．２５５モ
ル）と、２００ｍｌの蒸留水中３７．３５ｇの１，３－エチルメチル塩化イミダゾリウム
（１４６．６２ｇ／モル、０．２５５モル）の別個の溶液を調製した。２つの溶液を併せ
て混合したところ、白色の混合物が即時に形成された。溶液を沈殿させ、Ｄ－フリットに
よりろ過した。ろ液を濃縮したが乾燥はさせず、室温で一晩静置させた。次の朝、黒色の
沈殿物が観察され、これを溶液から出した。溶液をろ紙に通して少量の固体を除去した。
残りの水をロータリエバポレータで減圧蒸留により除去した。残りの油を２００ｍｌのア
セトニトリル中で溶解した。さらに不溶性の黒色沈殿物が形成され、溶液からろ過して出
した。黄色のろ液をロータリエバポレータで濃縮し、得られた油を真空下７５℃で一晩乾
燥させた。分離した生成物を秤量したところ４０ｇであった（収量７９％）。この生成物
も同じく融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに
従って調べた。結果を第４表に示す。
【００７６】
化合物１５
１，３－エチルメチルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェート、ＣＨ3－ｃｙｃ－（
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Ｎ+Ｃ2Ｈ2ＮＣＨ）ＣＨ2ＣＨ3　ＰＦ6
-の合成

　５００ｍｌのアセトニトリルと７３．１ｇの１，３－エチルメチル塩化イミダゾリウム
（１４６．６ｇ／モル、０．４９８モル）の溶液を１Ｌのフラスコで調製した。２５０ｍ
ｌのアセトニトリルと８１．１ｇのＮＨ4ＰＦ6（１６３ｇ／モル、０．４９８モル）の他
の溶液を同様にして調製し、前の溶液に加えた。２つの溶液を混合したところ、白色沈殿
物が即時に形成された。フラスコを１時間かけて０℃近くまで冷やし、Ｄ－フリットを用
い高純度セリットを通してろ過した。溶媒をロータリエバポレータで減圧蒸留により除去
した。イオン塩を真空下７５℃で一晩乾燥させた。分離した生成物を秤量したところ１１
４ｇであった（収量８９％）。この生成物も同じく融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、
そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結果を第４表に示す。
【００７７】
実施例
実施例１
　オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（トリフルオロメチルスル
ホニル）イミド、Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2の合成
　１９．２ｇのＣ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-ＯＳＯ2ＣＨ3（ＨＴＳ９０５Ａ
）試料を、１５．７ｇのＬｉＮ（ＳＯ2ＣＦ3）2（ＨＱ－１１５）と、１２０ｍＬの水中
で混合した。混合物を攪拌した後、透明な非混和性油が下層液相として分離した。この混
合物を分液漏斗に移し、１２５ｍｌの塩化メチレンを加えた。混合物を激しく振とうし、
相を分離させた。下層有機相を分離し、さらに１２５ｍＬの水で２回洗った。洗った塩化
メチレン相を分離し、無水酸化アルミニウムビーズに広げて乾燥し、吸引ろ過し、３０～
１００℃、２０～１０-3トルで真空ストリップして、揮発性物質を全て除去した。高純度
の無色油（２２．６ｇ、収量８５％）が得られた。これは、1Ｈ、13Ｃおよび19Ｆ　ＮＭ
Ｒにより標記の化合物と確認された。この生成物も同じく融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従
って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結果を第１表に示す。
【００７８】
実施例２
オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムパーフルオロブタンスルホネート
、Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-ＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9の合成
　１１８．５ｇ（０．３９９モル）のＣ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ-　ＯＳＯ2Ｃ
Ｈ3（ＨＴＳ９０５Ａ）試料を約２５０ｍｌの水に溶解し、１２３．９ｇ（０．３９９モ
ル）のＬｉＯＳＯ2Ｃ4Ｆ9（Ｃ4Ｆ9ＳＯ2Ｆ［ＰＢＳＦ］のＬｉＯＨを用いた加水分解によ
り調製したもの）を約１００ｍｌの水に溶解した。この２つの溶液を分液漏斗に加え、混
合物を激しく振とうした。次に２００ｍｌの塩化メチレンを漏斗に加え、内容物を振とう
し、相分離させた。下層塩化メチレン層を約２００ｍｌの水で２回洗い、ロータリエバポ
レータで約８５℃で約４５分間濃縮させたところ、オフホワイトの固体が得られた。これ
を、1Ｈおよび13Ｃ核磁気共鳴分析法（ＮＭＲ）により確認した。この生成物も同じく融
点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べ
た。結果を第１表に示す。
【００７９】
実施例３
オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネート
、Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-ＯＳＯ2ＣＦ3の合成
　１２５ｍｌのエルレンマイアーフラスコ中の３０ｇのアセトニトリルに、加熱した２９
．７ｇ（０．１モル）のＨＴＳ－９０５Ａ（Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3） 2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ-　Ｏ

3ＳＣＨ3）を溶解し、氷浴で１０分間冷やした。他の１２５ｍｌエルレンマイアーフラス
コで、加熱した１５．６ｇ（０．１モル）のリチウムトリフラートを３０ｍｌのアセトニ
トリルに溶解した。次に、リチウムトリフラート溶液を約１分間、攪拌し冷却したＨＴＳ
－９０５Ａ溶液に加えたところ、白色の沈殿物が生成した。約２ｍｌのアセトニトリルを
用いてリチウムトリフラート溶液の入ったエルレンマイアーフラスコを濯ぎ、これもまた
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ＨＴＳ－９０５Ａ溶液に加えた。反応混合物を約１０分間攪拌し、１２５ｍｌのブーフナ
ー漏斗でＣポロシティフリットでセリットのパッドを通して真空ろ過した。反応フラスコ
およびセリットパッドをさらに３０ｇの氷冷アセトニトリルで洗った。ろ液をロータリエ
バポレータで約５０ｍｍＨｇ、浴温度約８５℃で約４５分間濃縮したところ２４．５ｇの
透明な固体が得られた。これを1Ｈおよび13Ｃ　ＮＭＲで確認した。この生成物も同じく
融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調
べた。結果を第１表に示す。
【００８０】
実施例４
オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムトリス（トリフルオロメタンスル
ホニル）メミド、Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｃ（ＳＯ2ＣＦ3）3の合成
　２０．０ｇのＣ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-ＯＳＯ2ＣＨ3（ＨＴＳ９０５）
試料を、２９．６ｇのＨＣ（ＳＯ2ＣＦ3）3（米国特許第５，５５４，６６４号の実施例
１に記載された通りに調製したもの）と、２５０ｍＬの水中で混合した。混合物を攪拌し
た後、透明な粘性の薄黄色の非混和性油が下層液相として分離した。混合物を分液漏斗に
移し、３００ｍＬの塩化メチレンと混合して、実施例１の手順に従ってワークアップした
。揮発性物質を全て真空ストリッピングした後、合計で２９．０ｇ（収量７９％）の薄黄
色の油が得られた。これは、1Ｈおよび19Ｆ　ＮＭＲにより標記の化合物と確認された。
ＮＭＲ分析から推定された純度は９０重量％を超えており、不純物の大半は対応の-Ｃ（
ＳＯ2ＣＦ3）2（ＳＯ2Ｆ）塩であった。この生成物も同じく融点（Ｔm）を試験方法Ｉに
従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結果を第１表に示す
。
【００８１】
実施例５
トリメチル－２－アセトキシエチルアンモニウムビス（トリフルオロメチルスルホニル）
イミド、（ＣＨ3）3Ｎ

+ＣＨ2ＣＨ2ＯＣ（Ｏ）ＣＨ3　
-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2の合成

　塩化アセチルコリン（９８ｇ、リサーチオルガニクス（オハイオ州、クリーブランド）
およびＬｉＮ（ＳＯ2ＣＦ3）2（ＨＱ－１１５）（１６５．８ｇ）を６００ｍＬの水中で
磁気攪拌しながら混合した。粘性の非混和性の油を下層液相として分離した。イオン液体
生成物が塩化メチレンと完全に混和せず、水の存在で３つに分離した液相を形成した以外
は、反応混合物を実施例１に実質的に記載されているようにワークアップした。下層イオ
ン液体相および中層のＣＨ2Ｃｌ2相は両方ともワークアップにより実施された。揮発性物
質を全て真空ストリッピングした後、合計で１７９．１ｇ（収量７７％）の高純度の無色
の油が得られた。これは、1Ｈ、13Ｃおよび19Ｆ　ＮＭＲにより標記の化合物と確認され
た。この生成物も同じく融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を
試験方法ＩＩに従って調べた。結果を第１表に示す。
【００８２】
実施例６
トリメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（パーフルオロブタンスルホニル）
イミド、（ＣＨ3）3Ｎ

+ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｎ（ＳＯ2Ｃ4Ｆ9）2の合成
　塩化コリン（３７．３４ｇ、アルドリッチ）およびＬｉＮ（ＳＯ2Ｃ4Ｆ9（１４２．７
ｇ、米国特許第５，８７４，６１６号の実施例４に従って調製したもの）を４００ｍＬの
水中で磁気攪拌しながら混合した。粘性の非混和性の油を下層液相として分離した。この
混合物を分液漏斗に移し、１１０ｍｌのジエチルエーテルを加えた。混合物を激しく振と
うし、相を分離させた。下層有機相を分離し、さらに４００ｍＬの水で２回洗った。洗っ
たエーテル相を分離し、３０～１００℃、２０～１０-3トルで真空ストリップして、揮発
性物質を全て除去した。高純度の無色油（１５５．３ｇ、収量９３％）が得られた。これ
は、1Ｈ、13Ｃおよび19Ｆ　ＮＭＲにより標記の化合物と確認された。この生成物も同じ
く融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って
調べた。結果を第１表に示す。
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【００８３】
比較例Ｃ１
　Ｌａｒｏｓｔａｔ（登録商標）ＨＴＳ９０５Ａ、オクチルジメチルヒドロキシエチルア
ンモニウムメタンスルホネート（Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2Ｃ2Ｈ4ＯＨ　-ＯＳＯ2ＣＨ3）も
同じく融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従
って調べた。結果を第１表に示す。
【００８４】
【表１】

【００８５】
　第１表の結果によれば、同じカチオンを有する帯電防止剤の中でも、弱配位性含フッ素
有機アニオン（実施例１～４）を含むものは、より強い配位性アニオンを有する比較例Ｃ
１よりも大幅に熱安定性が増大している。本発明の実施例はすべて良好な熱安定性を示し
ている。
【００８６】
実施例７
トリメチル－３－パーフルオロオクチルスルホンアミドプロピルアンモニウムビス（トリ
フルオロメタンスルホニル）イミド、Ｃ8Ｆ17ＳＯ2ＮＨ（ＣＨ2）3Ｎ

+（ＣＨ3）3　
-Ｎ（

ＳＯ2ＣＦ3）2の合成
　４．０Ｌの分液漏斗で、８００ｍＬの水と、４００ｇの５０％ＦＣ－７５４（Ｃ8Ｆ17

ＳＯ2ＮＨ（ＣＨ2）3Ｎ
+（ＣＨ3）3Ｃｌ-）と、９０．４ｇのＬｉ+　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2

（ＨＱ－１１５）と、７００ｍＬのメチル－ｔ－ブチルエーテル（ＭＴＢＥ）とを混合し
た。混合物を攪拌し、上層液相と下層液相とを一晩かけて分離させた。２つの液相を分離
し、水相を新たなＭＴＢＥ５００ｍＬで抽出した。エーテル相を混合し、新たな水７００
ｍＬで抽出した。分離したエーテル相をモレキュラーシーブで乾燥し、紙でろ過し、溶媒
を蒸発させて真空オーブンで９５℃、３００～４００トルで乾燥させ、２６７．３ｇの標
記の化合物を得た（収量９６％）。固体生成物の融点（Ｔm）を試験方法Ｉに従って、そ
して熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結果を第２表に示す。
【００８７】
比較例Ｃ２
　Ａｌｉｑｕａｔ（登録商標）３３６、メチルトリオクチル塩化アンモニウム（（Ｃ8Ｈ1

7）3Ｎ
+（ＣＨ3）Ｃｌ-）は室温で液体であった。この熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩ

に従って調べた。結果を第２表に示す。熱分解温度が低いことから、この化合物は溶融ブ
ロー繊維に組み込むことはできなかった。
【００８８】
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【表２】

【００８９】
　第２表のデータによれば、実施例７および弱配位性含フッ素有機アニオンを有する本発
明に有用な化合物は、より強い配位性塩化物アニオンを有する比較例Ｃ２よりもはるかに
大きな熱安定性を示すことが分かる。
【００９０】
比較例Ｃ３
１－ヘキサデシルピリジニウムｐ－トルエンスルホネート、ｎ－Ｃ16Ｈ33－ｃｙｃ－Ｎ+

Ｃ5Ｈ5　
-ＯＳＯ2Ｃ6Ｈ4－ｐ－ＣＨ3の合成

　１００ｇのセチル塩化ピリジニウム－水和物を５５ｇのＮａ+　-ＯＳＯ2Ｃ6Ｈ4－ｐ－
ＣＨ3）（シグマ－アルドリッチ、ウィスコンシン州、ミルウォーキー）と反応させた以
外は実施例１４の方法に従って標記の化合物を調製した。この生成物も同じく融点（Ｔm

）を試験方法Ｉに従って、そして熱分解開始（Ｔd）を試験方法ＩＩに従って調べた。結
果を第３表に示す。
【００９１】

【表３】

【００９２】
　第３表によれば、弱配位性含フッ素有機アニオンを有する本発明に有用なピリジニウム
化合物は、より強い配位性塩化物アニオンを有する比較例Ｃ３よりも大きな熱安定性を示
すことが分かる。
【００９３】
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【００９４】
　第４表のデータによれば、弱配位性含フッ素有機アニオンを有する本発明に有用なイミ
ダゾリウム化合物は全て、Ｔdが４００℃を越える優れた熱安定性を有していることが分
かる。
【００９５】
実施例２３～４６および比較例Ｃ４～Ｃ７
　実施例１～７の化合物、化合物１～１５および比較例Ｃ１～Ｃ３を、ポリプロピレン溶
融ブロー成形繊維に組み込んだ。これを、米国特許第５，３００，３５７号の第１０欄に
記載された溶融ブロー押し出し成形法に従って不織布帛へと加工処理した。比較として、
これらの化合物を組み込んでいないポリプロピレン溶融ブロー成形繊維を同様にして不織
布帛へと加工処理した。用いた押出し機はブラベンダー４２ｍｍ円錐二軸スクリュー押出
し機であった。最大押し出し温度は２７０～２８０℃、コレクタの距離は１２インチ（３
０ｃｍ）であった。
【００９６】
　化合物およびＥｓｃｏｒｅｎｅ（登録商標）ＰＰ３５０５ポリプロピレンを、ハンドド
リルに固定されたミキサーヘッドを用いて、均一な混合物が目視で得られるまで約１分間
、板紙容器でブレンドすることにより混合した。溶融ブロー成形の直前に溶融押し出し装
置で混合することにより、化合物を溶融ポリプロピレンに分散させた。特に断りのない限
り、ポリプロピレン中の化合物の重量パーセントは約１％であった。
　マイクロファイバーウェブをブロー成形するのに用いた溶融ブローダイ構造、ウェブの
秤量（５０±５ｇ／ｍ2）およびマイクロファイバーの直径（５～１８マイクロメートル
）をはじめとする各混合物の処理条件は同じであった。特に断りのない限り、押し出し温
度は２７０～２８０℃、一次空気温度は２７０℃、圧力は１２４ｋＰａ（１８ｐｓｉ）、
空隙の幅は０．０７６ｃｍ、およびポリマースループットレートは約１８０ｇ／ｈｒ／ｃ
ｍであった。
【００９７】
　実施例１～７、化合物１～１５および比較例Ｃ１～Ｃ３を含有する、および含有しない
溶融ブロー成形ポリプロピレン布帛の帯電防止性能を試験方法ＩＩＩ－静電荷消失試験を
用いて評価した。結果を第５表に示す。
【００９８】
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【表５】

【００９９】



(27) JP 5412629 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

【表６】

【０１００】
　第５表のデータによれば、いくつかの実施例が優れた静電荷消失性能を示している。す
なわち、フルの５０００ボルト充電を許容し、２５パーセントさらには１０パーセントの
相対湿度であっても消失時間が１秒未満の布帛である。実施例２３、２５、２６、３０、
３２、３６、４２および４３がこれにあたる。これらの実施例は全て熱分解温度が３７０
℃以上の帯電防止化合物を用いて作製したものであった。比較例Ｃ５は例外的に静電荷消
失性能を示したが、熱分解温度は２８９℃だった。熱分解温度が１７７℃の比較例Ｃ６は
溶融ブロー押し出し成形プロセスで十分に安定ではなかった。実施例２３および２４、同
様に３１および３２によれば、静電荷消失性能に帯電防止化合物の濃度が影響することが
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示された。濃度が高ければ高いほど（実施例２３および３２）低い濃度のもの（実施例２
４および３１）よりも優れた性能を示す。２５パーセントおよび１０パーセントの相対湿
度レベルで良好な静電荷消失性能を示さなかった第５表の実施例の多くは、５０パーセン
トの相対湿度で５秒未満の静電荷消失時間を示した（実施例３８～４１および４４）。１
％の濃度でいかなる相対湿度でも良好な静電荷消失性能を示さなかった第５表の実施例は
、より高いレベルおよび／またはその他のポリマー中で、および／またはアニールにより
かかる性能を示すことがある。
【０１０１】
実施例４７および比較例Ｃ８
　実施例１の化合物を、ポリエチレンテレフタレート６５－１０００溶融ブロー成形繊維
に組み込んだ。これを、米国特許第５，３００，３５７号の第１０欄に記載された溶融ブ
ロー押し出し成形法に従って不織布帛へと加工処理した。比較として、化合物を組み込ん
でいないポリエチレンテレフタレート６５－１０００溶融ブロー成形繊維を同様にして不
織布帛へと加工処理した。用いた押出し機はブラベンダー４２ｍｍ円錐二軸スクリュー押
出し機であった。最大押し出し温度は２８０℃、コレクタの距離は１２インチ（３０ｃｍ
）であった。
【０１０２】
　化合物およびポリエチレンテレフタレート６５－１０００を、ハンドドリルに固定され
たミキサーヘッドを用いて、均一な混合物が目視で得られるまで約１分間、板紙容器でブ
レンドすることにより混合した。溶融ブロー成形の直前に溶融押し出し装置で混合するこ
とにより、化合物を溶融ポリエチレンテレフタレートに分散させた。ウレタン中の化合物
の重量パーセントは２％であった。
【０１０３】
　マイクロファイバーウェブをブロー成形するのに用いた溶融ブローダイ構造、ウェブの
秤量（５０±５ｇ／ｍ2）およびマイクロファイバーの直径（５～１８マイクロメートル
）をはじめとする各混合物の処理条件は同じであった。押し出し温度は２８０℃、一次空
気温度は２７０℃、圧力は１２４ｋＰａ（１８ｐｓｉ）、空隙の幅は０．０７６ｃｍ、お
よびポリマースループットレートは約１８０ｇ／ｈｒ／ｃｍであった。
【０１０４】
　実施例２３の化合物を含有する、および含有しない溶融ブローポリエチレンテレフタレ
ート６５－１０００布帛の帯電防止性能を試験方法ＩＩＩ－静電荷消失試験を用いて評価
した。結果を第６表に示す。
【０１０５】
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【表７】

【０１０６】
　第６表のデータによれば、対照のポリエステル布帛（比較例Ｃ８）に比べて、実施例４
７は良好な静電荷消失を示している。
【０１０７】
実施例４８および比較例Ｃ９
　実施例１の化合物を、ＭＯＲＴＨＡＮＥ（登録商標）ＰＳ４４０－２００ウレタン溶融
ブロー成形繊維に組み込んだ。押し出し温度が２３０℃だった以外は実施例４７に記載さ
れた不織布帛へと加工処理した。比較として、化合物を組み込んでいないＭＯＲＴＨＡＮ
Ｅ（登録商標）ＰＳ４４０－２００ウレタン溶融ブロー成形繊維を同様にして不織布帛へ
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と加工処理した。布帛の帯電防止性能を試験方法ＩＩＩ－静電荷消失試験を用いて試験し
た。結果を第７表に示す。
【０１０８】
【表８】

【０１０９】
　第７表のデータによれば、対照のポリウレタン布帛（比較例Ｃ９）に比べて、実施例４
８は良好な静電荷消失を示している。
【０１１０】
実施例４９および比較例Ｃ１０
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　実施例１の化合物を、ＡＳＰＵＮ（登録商標）６８０６ポリエチレン溶融ブロー成形繊
維に組み込んだ。１重量パーセントの実施例１の化合物を用い、押し出し温度が２４０℃
だった以外は実施例４７に記載された不織布帛へと加工処理した。比較として、化合物を
組み込んでいないＡＳＰＵＮ（登録商標）６８０６ポリエチレン溶融ブロー成形繊維を同
様にして不織布帛へと加工処理した。布帛の帯電防止性能を試験方法ＩＩＩ－静電荷消失
試験を用いて試験した。結果を第８表に示す。
【０１１１】
【表９】
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【０１１２】
　第８表のデータによれば、対照のポリエチレン布帛（比較例Ｃ１０）に比べて、実施例
４９は良好な静電荷消失を示している。
【０１１３】
実施例５０および比較例Ｃ１１
　本実施例は、射出成形ポリカーボネートにイオン液体帯電防止化合物を用いる例である
。Ｍｏｒｇａｎインダストリー社（カリフォルニア州、ロングビーチ）製のＭｏｒｇａｎ
－Ｐｒｅｓｓ（登録商標）垂直クランプラム射出成形機を用いてＭｏｂａｙ　Ｍａｋｒｏ
ｌｏｎ（登録商標）ＬＱ－３１４７ポリカーボネートペレットを溶融射出成形した。成形
機はバレルおよびノズル温度２８８℃で操作した。溶融ポリカーボネート（イオン液体帯
電防止化合物を含有するものと含有しないもの）を、圧力下で、予熱したアルミニウム成
形型へ射出し、厚さ０．２５４ｃｍで平坦な７．６２ｃｍ×７．６２ｃｍ平方の成形部品
を作製した。２つ系列のポリカーボネート部品を作製した。それぞれ同一の条件下で作製
された３個の部品を含んでいた。第１の系列の部品は添加剤のない未使用のポリカーボネ
ート樹脂を用いて作製された。第２の系列は、ポリカーボネートペレットをラム射出成形
機のバレルに供給する前に、このペレットを１．０重量％の１，３－エチルメチルイミダ
ゾリウムノナフルオロブタンスルホネート（化合物１２）イオン液体帯電防止剤と予備混
合することにより作製した。２２℃、３２％の相対湿度で、試験方法ＩＶ－表面抵抗率試
験のＥＴＳ広範囲抵抗メータを用いて各系列の全ての成形部品の裏面および表面の表面抵
抗率を測定した。各系列の部品についての表面抵抗率の平均値を第９表にまとめてある。
【０１１４】

【表１０】

【０１１５】
　第９表のデータによれば、１．０重量％のイオン液体帯電防止化合物を成形ポリカーボ
ネート樹脂に添加すると、最終成形部品の表面抵抗率が大幅に減少したことが明らかであ
る。かかる表面抵抗率の減少は、通常、帯電防止性能の改善と相関している。さらに、イ
オン液体帯電防止剤をポリカーボネートに添加しても、溶融ポリカーボネート樹脂または
最終成形物品の品質に大きな影響はなかったことが分かった。
【０１１６】
実施例５１および比較例１２
　帯電防止化合物、オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウムビス（トリフ
ルオロメタンスルホニル）イミド（実施例１）を含むポリプロピレンフィルムを作製し、
帯電防止性能について評価した。比較として、この化合物を含まないポリプロピレンフィ
ルムを同じようにして作製し評価した。実施例２３および比較例Ｃ４の溶融ブロー不織布
帛を次のようにしてフィルムへとプレスした。折り畳んだ溶融ブロー布帛約３．４ｇを周
囲長さ１１．２ｃｍ×１７．１ｃｍ×厚さ０．１７７ｍｍのシム内で鋼板に載せてもう一
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枚の鋼板でカバーした。このアセンブリを２００℃に加熱された平圧印刷機に載せてプラ
テンを約３０秒間ほぼ接触させて布帛を予備溶融し、プレッシングの前に空気を逃がした
。次に、この構造体に約１分間０．９１メートルトンの圧力をかけた。このアセンブリを
プレスから取り出して、約３０秒間２枚の非加熱プラテン間で冷やした。作製されたフィ
ルムをシムおよび鋼板から取り出した。
【０１１７】
　この方法で作製したフィルムに試験方法ＩＩＩ－静電荷消失試験を行った。結果を第１
０表に示す。
【０１１８】
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【表１１】

【０１１９】
　第１０表のデータによれば、対照のポリプロピレンフィルム（比較例Ｃ１２）に比べて
、実施例５１は良好な静電荷消失を示している。
【０１２０】
実施例５２および比較例Ｃ１３
　帯電防止化合物の局所処理を行って、そして行わずにポリエステルフィルムを作製し、
表面抵抗率を評価した。イソプロパノール中５重量パーセントのオクチルジメチル－２－
ヒドロキシエチルアンモニウムビス（トリフルオロメチルスルホニル）イミド、Ｃ8Ｈ17
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Ｎ+（ＣＨ3）2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ　-Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2（実施例１）の固体溶液を調製した
。２５．５ｃｍ×１５．５ｃｍ×厚さ０．１７７ｍｍのＭｅｌｌｉｎｅｘ６１７フィルム
の上部に約２ｍｌの溶液をピペットで注加した。１２番の溶液を巻き線バーを用いてフィ
ルムに広げた。得られたコーティングを６５℃で２．５分間、強制空気オーブンにて乾燥
させた。このコートされたフィルムおよび未コートのフィルムの表面抵抗率を、試験方法
ＩＶ－表面抵抗率試験に従って求めた。
【０１２１】
実施例５３
　溶媒を用いず、３番の巻き線バーを用いて化合物をコートし、得られたコーティングを
オーブンで乾燥しなかった以外は実施例５２と同様にして、溶媒を用いることなくＭｅｌ
ｉｎｅｘ６１７フィルムに帯電防止化合物、オクチルジメチル－２－ヒドロキシエチルア
ンモニウムビス（トリフルオロメチルスルホニル）イミド、Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）2ＣＨ2

ＣＨ2ＯＨ -Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2（実施例１）をコートした。このコートされたフィルムの
表面抵抗率を実施例５２と同様にして求めた。
【０１２２】
　本発明の様々な修正および変更は、本発明の範囲および技術思想から逸脱することなく
当業者に明白であろう。
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